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（様式５）

市民意見募集手続（パブリックコメント）の結果について

１ 計画等の案の名称 第三次上田市総合計画（案）

２ 募集期間 令和７年３月１７日（月曜日）から令和７年４月１６日（水曜日）まで

３ 実施結果

（１）件 数 ３９件（１３人）

（２）提出方法

持参 郵便 電子メール ファクシミリ 計

０件（０人） １１件（２人） ２７件（１０人） １件（１人） ３９件（１３人）

（３）意見の区分

区分 全体 １編 ２編 ３編 ４編 ５編 ６編 合 計

（1）反映する意見 1 3 2 0 0 1 0 7

（2）趣旨同一の意見 1 4 3 1 1 0 0 10

（3）参考とする意見 4 5 4 2 0 1 0 16

（4）その他 1 0 3 0 2 0 0 6

合 計 7 12 12 3 3 2 0 39

４ 意見に対する市の考え方

（１） 反映する意見（意見等の内容を踏まえ、計画案の修正等を行ったもの）

No. 意見区分 意見の概要（要旨） 市の考え方

１

【全体】

第３部

まちづくり計画

重視する

「6 つの視点」

若者の声を聞

き、若者ととも

にまちづくりを

進める意識

（P２８）

計画策定にあたって実施

した、小・中・高・大学生アン

ケートの趣旨である、若者

の声を聞き、若者とともにま

ちづくりを進めるとの空気

感、想い（具体的な手法・表

現でなくても良いので）をま

ちづくり計画の中に盛り込

めないか。

その想いが盛り込まれる

ことで、さまざまな施策を検

討、推進する際により積極

的に「子どもが意見を述べ

る場を設ける」「審議会等で

の若者の割合を増やす」等

ご指摘を踏まえ、重視する「６つの視

点」である『こども まんなか』の項目に

「若者や子どもの声を聞き、地域におけ

る出産・子育て環境の改善等に努める

ことで、すべての子どもが笑顔でしあわ

せに暮らせるまちづくりを若者とともに推

進する」と追記し、各分野の施策を推進

する上で共通の視点として位置付けま

す。

資料２
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のアクションに繋がることを

期待する。

２

【市民・交流】

第３部

まちづくり計画

１－１－１

自治基本条例

に 基 づ く ま ち

づくりの推進

（P３１）

人口減少のみならず自治

会加入率の急激な減少によ

り、今後は存続が難しい自

治会が出てくる事が考えら

れることから、自治会を前提

とした行政のあり方を見直

す必要がある。

消防費・街灯代・ゴミ収集

所の維持費など、住民とし

て担うべきコストに関して

は、自治会加入の有無に依

らず成立する仕組みとする

など、加入者・非加入者間

の不公平感（非加入による

デメリットの最小化も含め）

を是正する必要がある。

ご意見を踏まえ、現状と課題の一点

目の後段に下記の文章を追記します。

「また、未加入者を含めた対応のあり方

についても、検討・研究していく時期にき

ています。」

３

【市民・交流】

第３部

まちづくり計画

１－３－１

行財政改革の

推進と住民サ

ービスの充実

（P４２）

基本施策１④において

「行政と市民が一体になっ

て行財政改革に取り組む仕

組みづくりを進めます」とあ

り、このこと自体には賛成す

るが、行政と市民が一体と

なるためにも、市民と「対

話」するとのキーワードを加

えてはどうか。市民も勉強

し、審議会や住民説明会、

市政に関する勉強会などで

行政と本質的な対話ができ

ることが重要だと考える。

基本施策１④を「パブリックコメントや

審議会等市民との対話を通じて、市政

に多様な主体の意見を反映させるととも

に、行政と市民が一体になって行財政

改革に取り組む仕組みづくりを進めま

す。」に修正します。

４

【市民・交流】

第３部

まちづくり計画

１－３－２

市民と行政と

の情報共有の

推進（P４５）

市民と行政との情報共有

の推進については大きく賛

成するが、「行政は情報発

信、市民は積極的に情報を

取得」で終わらぬよう、市民

との対話などのコミュニケー

ションが必要ではないか。ど

こかに市民と「対話」すると

のキーワードを加えることが

できないか。

基本施策１－②を「市民と行政との相

互理解を促進するために、市民との対

話を重視し、様々な媒体・方法により広

聴活動を実施します。」に修正します。
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５

【環境・経済】

第３部

まちづくり計画

２－２－４

緑豊かな魅力

ある都市環境

の創出（P６４）

基本施策３①「都市緑化

をはじめグリーンインフラを

推進します」とあるが、グリ

ーンインフラは公園だけで

なく、街路にこそあるべき。

歩きたくなるまちなかを目指

すなら、街路樹を増やすべ

きであり、特にこれからは温

暖化で暑くて歩きにくくなる

ので必須となると考える。

持続可能なまちづくりには緑地整備が

重要であり、特に人々が過ごすスポット

やそれを繋ぐ動線上への緑地整備は不

可欠であると考えております。頂戴しま

したご意見を踏まえ、歩行空間等への

緑陰形成について追加記載をさせてい

ただきます。

６

【環境・経済】

第３部

まちづくり計画

２－２－７

地域防災力の

向上と災害対

応力の強化

（P７１）

現状と課題に対する認識

は良くまとめられており、大

いに同意するものとなって

いるが、今後実施すべき具

体策が読み取れない。

消防団員確保の一つのア

イディアとして日中若い人が

勤務している企業や公共団

体から消防団員を動員して

頂くことができないか。就業

規則、法律や条例などの改

正なども含めて検討していく

べき。

新たに条例設置した機能別団員の運

用及び、市内の企業就業者の団員確保

及び活動を促進する消防団協力事業所

表示制度に基づき、基本施策１③として

「機能別団員制度及び消防団協力事業

所制度の周知や積極的な働きかけによ

り、市内就業者に対する消防団への入

団を促進します。」を追加します。

７

【厚生・教育】

第３部

まちづくり計画

５－２－１

生涯学習の推

進と学習環境

の整備

（P１１９）

各主体に期待される役割

分担について、市民、団体

の役割として、「生かす」「提

供する」ではなく、「参加して

共につくる」という役割とす

るのが良いのではないか。

市民の役割として「さまざまな学習機

会に参加するとともに、主体的に学び、

活動します。」を追記し、生涯学習団体

などの役割を「自ら学ぶとともに、市民

同士の学び合いを通してつながりを豊

かにし、活動の幅を広げます。」と修正し

ます。
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（２） 趣旨同一の意見（意見等の趣旨が案に盛り込まれているもの）

No. 意見区分 意見の概要（要旨） 市の考え方

１

【全体】

達成度をはか

る 指標・目標

値

第三次総合計画の達成

度をはかる指標・目標値を

決める上で、前計画で設定

した指標の達成度や取組に

ついての検証結果やそれを

踏まえた指標の追加、変更

経緯が分かるよう にすべ

き。

計画の策定にあたっては、前計画に

基づいて実施した取組の評価検証を行

い、その結果を踏まえて、計画内容や指

標の追加、変更について議論することが

重要です。

検証や計画内容の追加、変更等につ

いては、第３次上田市総合計画審議会

で議論してきており、検証結果や議論の

経緯は審議会資料として公表していま

す。

２

【市民・交流】

第３部

まちづくり計画

１－１－１

自治基本条例

に 基 づ く ま ち

づくりの推進

（P３２）

上田市の自治会は「任意

団体」で加入も義務づけら

れてはいないにもかかわら

ず、「協働」の言葉の下で、

自治会に様々な役割が課

せられ、特に一部の役員の

負担が大きくなっている。

自治会に課される行政的

な役割を整理し、自治会組

織の再編、あり方について

議論の場を設けるなど、行

政としても関与を深めるべ

きではないか。

いただいたご意見は、基本施策２参

加と協働のまちづくりの推進③に「自治

会、住民自治組織等が行うまちづくり活

動に対して各種支援を行います。」に包

含しています。

３

【市民・交流】

第３部

まちづくり計画

１－２－２

女性と男性が

互いに尊重し

あい、 個性と

能力を十分発

揮できる社会

の実現（P３６）

この節のタイトルには性

別には女性と男性の 2 つし

かないという表現になって

はいないか。ジェンダーギャ

ップ解消に異論はないが、

LGBTQ の視点、配慮は必

要ないか。

この節では、内閣府男女共同参画社

会基本法の基本理念に基づきタイトル

を策定し、ジェンダーギャップ解消に向

けた現状、課題、目標を掲げています。

LGBTQ につきましては、『1-2-1 一人

ひとりの人権が尊重される社会の実現』

の中で「性の多様性」と言う言葉で標記

し、人権の観点から施策を推進していま

す。

４

【市民・交流】

第３部

まちづくり計画

１－３－１

行財政改革の

推進と住民サ

基本施策１の②、③に記

載の、公共施設の適切な更

新や統廃合による施設保有

量の総量縮減や、施設の管

理・運営における民間ノウ

ハウ、民間資金の活用は重

要であり、着実に取り組むこ

ご指摘のとおり、必要なサービスの提

供を将来にわたって継続していくため

に、公共施設の総量縮減を図り、統廃

合による施設の集約化・複合化のほ

か、耐震化、長寿命化、民間活力の導

入などを通じた市有資産の管理と利活

用という視点が重要です。基本施策１に
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ービスの充実

（P４２）

とが必要。 記載の施策を着実に推進し、適切な「公

共施設マネジメント」に取り組んでまいり

ます。

５

【市民・交流】

第３部

まちづくり計画

１－３－１

行財政改革の

推進と住民サ

ービスの充実

（P４２）

施策の方向性・展開にお

いて、支出に関しては「ICT

利活用」や「公共施設の統

廃合」など、効果の大きそう

なテーマが見られる一方、

収入に関しては「寄付金等

の獲得」や「市税などの収

納率向上」などが挙がって

おり、これでは不十分である

と考える。市民税や固定資

産税などを推計よりも増や

す（減少を緩やかにする）た

めに、生産年齢人口を増や

す（減少を緩やかにする）た

めの施策や、企業の誘致や

起業のサポートなどを盛り

込む必要があるのではない

か。

生産年齢人口を増やすことや、企業

誘致・起業促進を図ることは重要です。

人口増に向けては、６編３章１節で移住

や交流人口拡大に向けた方針を掲げる

ほか、各分野の取組を着実に進め住み

やすいまちづくりを推進します。

また、企業誘致・起業促進について

は、３編２章１節及び２節において各種

取組を掲げています。

６

【環境・経済】

第３部

まちづくり計画

２－１－１

豊かな自然環

境の保全と活

用（P４７）

現状と課題 ４つめの・「市

民の暮らしの様々な場面で

木材利用を進めることが必

要です。」とあり、これに対し

ては賛成であるが、それに

対する指標・目標値が「木

質バイオマスエネルギー利

用製品導入支援件数 20 件

/年」だけでは不十分と考え

る。伐採した木材をどのくら

い市民利用に充てたいのか

を目標値として設定し、それ

に対する達成度を見ていく

必要があるのではないか。

市民の日々の暮らしにおける木材利

活用を推進する視点とともに、化石燃料

からバイオマスエネルギーへ転換する

視点から、薪ストーブとペレットストーブ

の導入件数を指標・目標値として設定し

ております。

木材利用量を考慮した場合には、木造

住宅の建築件数などが指標・目標値の

設定としてインパクトが強いと考えられ

ますが、市民の方々がより取り組みや

すい指標として設定しております。

また、木材利用の視点においては、

第 2 編では間伐や主伐等の面積及び第

3 編では素材生産量を指標として設定し

ております。

７

【環境・経済】

第３部

まちづくり計画

２－２－３

安全・安心に

暮らせる環境

小中学生の子どもたちか

ら「徒歩や自転車が安心し

て通行できる道路環境の整

備」を求める声が聞こえてく

る。車以外の交通手段にも

目を向けたまちの整備を進

めて欲しい。

自動車以外の移動手段に対する環境

の整備は今後益々重要になると考えて

おります。基本施策 4「安全で快適な交

通環境の整備」のなかで、自転車道や

歩行空間の整備について記載しており、

今後さらに推進してまいります。
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の整備

（P６２）

８

【環境・経済】

第３部

まちづくり計画

２－２－６

犯罪や交通事

故のないまち

づくりと消費者

被害防止の推

進（P６９）

基本施策３③に記載の自

転車用ヘルメットの着用促

進について、自転車ヘルメ

ットの着用が広がることで、

自転車乗車中の死亡事故

が減るというエビデンスはあ

るか？書籍「成功する自転

車まちづくり」によると、ヘル

メット義務化によって自転車

から自動車利用に代わり、

かえって死亡事故が増える

という分析も海外にはあると

指摘されている。

先進国とは思えない歩行

者・自転車での死亡事故が

多い日本ですが、その原因

の最大のものは自動車優

先の道作りであると考える。

自転車専用レーンの整備、

自動車街中走行の抑制、歩

行者専用道の十分な確保、

などハード面での対策を進

めることについて総合計画

に入れるべき。

自転車用ヘルメットの着用率が上がる

ことで、自転車乗車中の交通死亡事故

が減少するというエビデンスは、国内外

の複数の研究や統計データから確認さ

れています。

主な根拠として、交通事故総合分析セ

ンター（ITARDA）が令和４年までの４年

間について比較したデータや、警察庁が

令和６年までの５年間について比較した

データなどがあります。

また、ハード面（道路交通環境の整備）

につきましては、2-2-3「 安全・安心に

暮らせる環境の整備」の中で「安全で快

適な交通環境の整備」を掲げています。

９

【環境・経済】

第３部

まちづくり計画

３－２－１

起業・創業の

支 援 と中 堅 ・

中小企業者の

経営基盤強化

（P８２）

基本施策２①に記載の起

業・創業支援に関して、民

間運営の市内シェアキッチ

ンなどにおいて稼働率が高

まっている現状があり、移住

者も含め飲食系の女性起

業が増えていると感じてい

る。

これら民間で実施してい

る起業支援等の取組と行政

が連携を強化することで、よ

り効果的な支援が可能にな

ると考える。

ご意見のとおり、多様な働き方が社会

に浸透してきている中で、民間の起業支

援が広がってきています。上田市は平

成 26 年度から商工会議所や AREC と共

に創業支援プラットホーム事業を実施民

間企業等とも連携しながら女性の創業

に向け支援を行っております。好評をい

ただいていることから、引き続き連携し

て取り組んでまいります。

１０

【厚生・教育】

第３部

まちづくり計画

令和 5 年長野県子どもと

子育て家庭の生活実態調

査報告書で「生活困難家庭

多子世帯に対する支援については、

経済的に厳しい状況におかれているひ

とり親世帯も含め、第 4 編第 3 章 2 多
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４－３－２

多様なニーズ

に応えるきめ

細やかな子育

て支援の充実

（P１１０）

（困窮家庭＋周辺家庭）」が

定義されているが、「一般家

庭」であっても、子供が一人

増えたら生活困難家庭に分

類される家庭は相当数ある

と思う。

多子世帯は物価高もあ

り、ほかの家庭よりも苦しい

生活を強いられていると思

うため、多子を育てる家庭

への手厚い援助を行ってい

くべき。

様なニーズに応えるきめ細やかな子育

て支援の充実中、基本施策 2 こどもや

家庭へのきめ細やかな支援の推進 の

中で、生活困窮世帯のこどもや保護者

に対する支援について掲げており、今後

も計画に沿った貧困対策等を推進して

まいります。

また、上田市総合計画のこども・子育

てに関連する分野の個別計画として位

置付ける「第 3 次上田市子ども・子育て

支援事業計画（上田市こども計画）」に

おいても、支援が必要なこども・家庭へ

の支援の充実として、生活支援や経済

的負担の軽減等を施策とし、特に低所

得世帯や多子世帯の保育料の軽減、児

童手当の支給、こどもの医療費を 18 歳

まで助成する等の施策を実施し、引き続

き関係機関との連携した取組みを図っ

てまいります。

（３）参考とする意見（事業の実施段階等で参考とするもの）

No. 意見区分 意見の概要（要旨） 市の考え方

１

【全体】

地方創生の推

進

総合計画は地方創生推

進の総合戦略と一体となる

も の で あ り 、 計 画 の 下 で

様々な地方創生事業が実

施されることとなる。

各地方創生事業の実施

にあたっては、目標と実績

を照らし合わせ、未達の場

合には要因を分析し、事業

の改善に生かすなど PDCA

を繰り返すことが重要。

地方創生に関連し、国の交付金を活

用して実施する事業については、産官

学言労士など多様な主体からなる地方

創生推進協議会を設置し、毎年の評価

検証を行い、事業の改善、改良策を議

論いただきながら取組を進めています。

引き続き、市民の意見を伺い、他自

治体の事例に学ぶなど、適切な PDCA

サイクルを回すことで、適切な事業立

案、実施に努めてまいります。

２

【全体】

人口目標と計

画内容の関連

平成 17 年に 16.3 万人で

あった市の人口は、令和 2

年に 15.4 万人、令和 7 年に

14.9 万人となるなど人口減

少に歯止めが掛かっている

とは言い難い状況。

すぐに結果に結びつける

ことが難しいのは仕方がな

いと思うが、総合計画が人

総合計画策定にあたっては、少子化

と人口減少の急速な進行を直近の社会

経済情勢における最重要課題と位置づ

け、人口減少抑制しつつ、人口減少に

適応できるまちづくりの視点を前提とし

た議論を重ねてきました。

人口減少は社会構造に起因する全国

的な課題であり、即効性のある解決策

の提示は容易ではありませんが、課題
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口減少抑制につながるもの

となっているか幅広い議論

をすべき。

を幅広く市民と共有し、議論を重ねなが

ら住みやすい、住み続けたいまちづくり

を推進してまいります。

３

【全体】

合計特殊出生

率向上の施策

総合計画は『今後のまち

づくりを進める上で最大の

課題であり、前提となる「人

口減少・少子高齢化社会」

への対応』のためのもので

あると考える。ところが下が

り続ける合計特殊出生率を

逆転させ 1.68 まで向上させ

るための方策は示されてい

ないのではないか。4-3-1

や 4-3-2 の子育て支援以外

にも、雇用環境の悪化で結

婚したくてもできない・子ども

が欲しいけれど作れないと

いう要因も解決する必要が

ある。また、『人口減少に歯

止めをかけ、持続可能な社

会を実現するためには、誰

もが自分らしく働くことがで

きる雇用環境の整備や安心

して結婚・出産・子育てがで

きる社会環境の構築に向け

た取り組みが求められてい

ます。」との記載があるが、

具体的な施策の記載はない

のか。

合計特殊出生率の上昇には、結婚、

出産を希望する人が増え、それらの

人々の希望が叶う社会づくりが重要で

す。そのためには出産・子育て環境の整

備や、各種子育て支援策の充実をはじ

め、防災・安全、雇用・経済、医療や福

祉、教育など幅広い分野の取組を着実

に推進することで、誰もが安心して暮ら

し、希望を持てるまちにすることが必要

です。

総合計画は今後１０年間のまちづくり

の指針となるものであり、目指すべき将

来像に向けて、各施策分野で取り組む

べき方向性を示すものです。人口減少

に歯止めをかけ、持続可能な社会を実

現するための具体的施策については各

分野の個別計画等に盛り込み、取組を

推進してまいります。

４

【全体】

「連携」という

用語の使用

計画中、様々な場面にお

いて「連携」という用語が使

われている。具体的に物事

を進める上で多様な主体間

の連携を図ることは重要で

ある一方、単に便利な言葉

とならないことに注意すべ

き。

実際の連携を進める際に

は、「何を目的とする（目指

す）のか」、「どこ（誰）とどこ

（誰）が連携するのか」、「ど

のような形、方法、役割分

担で連携するのか」を明確

基本理念に掲げる上田市自治基本条

例には、自治とは主権者である市民の

参加と協働により推進されるものである

こと、また、地域の個性と特徴を尊重し

た地域内分権により推進することが謳

われています。これを踏まえれば、まち

づくりを進める際には、市民、地域、行

政の連携が不可欠であると考えます。

また、人口減少や課題の多様化、複

雑化などを踏まえれば、幅広い施策分

野において民間活力の活用や周辺自治

体、協力関係にある自治体間の連携も

積極的に進める必要があります。

具体的に各種連携事業を進める際に
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にし、各取組結果の総括

（評価）を行うことで有意義

な次のアクションに繋げるこ

とが必要であると考える。

は、連携すること自体が目的とならない

よう、ご指摘の点を踏まえながら有意義

な連携事業を進めてまいります。

５

【市民・交流】

第３部

まちづくり計画

１－１－１

自治基本条例

に 基 づ く ま ち

づくりの推進

（P３２）

達成度をはかる指標とし

て「活力あるまちづくり支援

金採択事業数」が掲げられ

ているが、単に件数の増加

が課題解決や街づくり推進

に繋がるとは必ずしも言え

ないため、「支援金終了後

の事業継続率」や「各事業

のビジョンの達成度」等を事

後評価する視点があっても

良いのではないか。

「活力あるまちづくり支援金」につきま

しては、市民の参加と協働によるまちづ

くりの推進や、次代を担う人材の育成を

図るために、市民の積極的な活動を支

援するもので、現在は活動数の拡大に

注力が必要な段階と認識しております。

また、採択に当たっては、公益性、有

効性の他、継続性・発展性を含めた視

点による選考審査を行っております。

ご意見いただきました事後評価する視

点ついては、大切であると考えています

ので、指標としては原案のとおりとしま

すが、定期的な数値の把握に努めつ

つ、事業の効果的かつ着実な推進に反

映してまいりたいと考えます。

６

【市民・交流】

第３部

まちづくり計画

１－３－１

行財政改革の

推進と住民サ

ービスの充実

（P４１）

交付金、特に分館交付金

などは毎年の支給額が決ま

っているにも関わらず、毎年

申請・請求が求められる業

務が多く、自治会等市民活

動の負担となっている。

人口減少で役員の負担

が大きくなる中、行政向け

の書類作成や申請方法な

ど業務の見直しを行い、負

担軽減に努めるべきではな

いか。

申請・請求手続が自治会等市民活動

の負担となっているという点は、継続し

て活動を行っていただく上で重要な課題

と認識しております。交付金その他手続

において、適正な手続を確保しつつ、市

民の皆様の負担を軽減するよう業務の

見直しを検討いたします。

７

【市民・交流】

第３部

まちづくり計画

１－３－１

行財政改革の

推進と住民サ

ービスの充実

（P４２）

「ICT を活用した住民サー

ビス充実の指標」が「コンビ

ニ交付の割合」だけしかな

い。本来は、「行政手続きの

何割を電子化する」「それに

よって事務コストを何割減ら

す」であるべき。

人口減少社会において、ICT 活用に

よる業務効率化は不可避であり、数値

目標を設定して取り組むという観点は重

要であると認識しております。

一方で、行政業務が多様化し、市民

ニーズも増大する中、各事業の内容や

市における優先順位、実施時期、事業

費等を総合的に勘案し、費用対効果や

市民サービスの向上の観点から適切な

ICT の導入を図っていくことが望ましいと

考えております。
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８

【市民・交流】

第３部

まちづくり計画

１－３－１

行財政改革の

推進と住民サ

ービスの充実

（P４２）

マイナンバーカード導入

を受け、行政手続きのオン

ラ イ ン 化 （ 各 種 手 続 き の

WEB 上での完結）を強力に

推進すべき。

システム導入経費が掛か

ることも理解するが、オンラ

イ ン 化で 削減で き る 役所

側、市民側それぞれのコス

ト（時間）削減効果を算定

し、適切な費用対効果を見

込める場合には予算を投入

するべきではないか。

第三次上田市総合計画前期基本計

画（案）においても、「電子申請システム

の利活用等行政手続きのオンライン化

を進め、市民の利便性向上に努めます」

と記載しており、オンライン化の推進は

重要な施策と位置付けております。

ご指摘のとおり、システム導入には一

定の経費を要しますが、コスト（時間）削

減効果を適切に算定し、費用対効果を

見込める場合には、計画的に予算を投

入することが重要であると認識しており

ます。

９

【市民・交流】

第３部

まちづくり計画

１－３－１

行財政改革の

推進と住民サ

ービスの充実

（P４３）

基本施策 4③「財務状況

全般についてわかりやすく

公表していきます」とある

が、広報などで公表される

予算や決算等の財政は順

調な印象。ところがいろいろ

な場面で「予算がないから

できない」という説明をされ

る機会が多く、実際の厳し

い財政状況が市民にも伝わ

るように公表すべき。

限られた財源を有効に活用し、魅力あ

る市政を展開するため、市の財政状況

について市民の皆様にご理解をいただく

ことは大変重要であると認識していま

す。

現在、広報やホームページにおいて市

の財政状況をお知らせしていますが、具

体的なデータや事例を用いるなどの工

夫を行い、市民の皆様に対してよりわか

りやすい情報発信に努めてまいります。

１０

【環境・経済】

第３部

まちづくり計画

２－１－１

豊かな自然環

境の保全と活

用（P４７）

主伐などで広い面積の伐

採を一度に行うと土壌流出

により固定された炭素が空

中に放出される恐れがある

ので考慮すべき。

間伐や主伐等の森林整備にあたって

は、県や林業事業体との連携を図り、実

施する面積など環境への配慮を行いな

がら実施してまいります。

１１

【環境・経済】

第３部

まちづくり計画

２－１－３

地球温暖化対

策の推進

（P５３）

太陽光発電の利用には、

土地空間の複層利用（屋根

上、駐車場上、道路上、農

地上など）が有効なので、可

能な限り設置義務化を進め

るべきではないか。

また、野立て太陽光発電

に関しては「再エネなど開発

の促進地域」と「他の開発行

為も含めて抑制区域」を事

前に指定しておくべきでは

太陽光発電の設置義務化について

は、市民の皆様との丁寧な合意形成が

不可欠であり、今後国や県の動向を注

視していく必要があると考えます。

野立て太陽光発電については、「上田

市太陽光発電設備の適正な設置に関す

る条例」で災害防止等の観点から設備

の設置に特に配慮が必要な区域を抑制

区域として指定しています。

一方で区域に関わらず、住民の理解

を得ることは事業の円滑な推進に必要
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ないか。事業者としても住民

合意や協議会の運営など

事業リスクが高くなる現状で

は、投資をためらう原因に

なっている。

であると考えており、事業者に対しては

説明会の実施を求めております。

いずれにしましても、他自治体の事例

を研究し、太陽光発電等再生可能エネ

ルギーの導入促進に取り組んでまいり

ます。

１２

【環境・経済】

第３部

まちづくり計画

２－１－３

地球温暖化対

策の推進

（P５４）

基本施策１④「温室効果ガ

ス削減効果のある水素など

の新たなクリーンエネルギ

ーの導入について研究しま

す。」とあるが、10 年以上前

のエネルギーに関連する計

画に記載がある。実際に研

究をしているのか。成果ま

たは今後どのように利用す

ると期待しているのかなどを

踏まえた表現にすべきでは

ないか。

エネルギーとしての水素の利用につい

ては、これまで民間事業の導入事例を

視察するなど研究をしてきましたが、現

状では設備の整備が容易ではない等課

題も多く具体的な進捗はしていない状況

です。

今後につきましても、国や県の動向や

技術の進展等を注視し、引き続き各種ク

リーンエネルギーの導入について研究

してまいります。

１３

【環境・経済】

第３部

まちづくり計画

２－２－１

賑わいと交流

のまちづくりに

向けた道路網

の整備・促進

（P５６）

今後、補修費負担の増加

により現状の道路網を維持

することが困難になる将来

が確実視されている。今回

の埼玉での不幸な陥没事

故なども多発しかねず、道

路の新造は将来世代への

負担の押し付けでは無い

か。

道路渋滞をチャンスと捉

え、公共交通の拠点近くへ

の住居・職場誘導を速やか

に進めるとともに、バス専用

レーン、BRT の新設などを

通して、自家用車利用から

公共交通利用への移行を

推進することが総合計画の

中心に据えられるべき。

本計画案の土地利用構想では「ネット

ワーク＋多極・拠点集約型」の都市構造

を掲げております。これは人口減少社会

を迎えているなか、市内に複数ある拠点

へ居住などを緩やかに誘導し、既存スト

ックを有効活用しながら効率的に都市基

盤を整備していくものとなります。公共交

通や道路整備などにつきましては、将来

都市構造の考え方を踏まえて進めてま

いります。

１４

【環境・経済】

第３部

まちづくり計画

３－２－３

賑わいと活力

ある商業の振

基本施策２③に記載のま

ちなか回遊促進に関して、

上田図書館を文化拠点施

設の一つと位置づけ活用す

ることで、材木町エリアまで

の回遊促進につながる可能

性を感じており、より効果的

市立図書館や上田情報ライブラリー

では「地域の身近な情報拠点として、くら

しと学びに役立つ図書館」を基本理念

に、これまでも市民向けセミナーや展示

事業などに取り組んでおり、まちなか回

遊促進に資する施設であると認識して

います。
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興（P８６） なまちの活性化につながる

のではないか。

今後も図書館などの文化施設と商店

街や事業者、団体と連携・協力した事業

の充実を図り、まちの活性化・回遊性の

向上に努めます。

１５

【環境・経済】

第３部

まちづくり計画

３－３－１

魅力を高め個

性がつながる

観光の振興

（P９０）

市内観光地を巡る大型バ

スを街中で見掛けるが、トイ

レ休憩にコンビニを利用して

いたり、お土産を購入する

場所が無く不便に感じてい

るのではないかと危惧して

いる。

観光客の利便性向上と、

観光収入の増加のために、

上田菅平インター付近に

・２4 時間利用可能なトイレ

・大型バス、大型トラック用

駐車場

・コンビニ併設の直売所

を備えた大規模な道の駅を

整備すべき。

JA の敷地と、食彩館の敷地

を合わせれば大型の道の

駅が建設可能ではないか。

観光客の利便性向上についての取組

は重要であり、ひとつのご提案として受

け止めさせていただきます。

観光によるにぎわいや経済的な効果

が地域内に広く波及できるよう、滞在型

観光の充実にも重点的に取り組んでま

いります。

１６

【厚生・教育】

第３部

まちづくり計画

５－２－１

生涯学習の推

進と学習環境

の整備

（P１１８）

上田図書館の整備を進

めるに際しては、時代の変

化も踏まえ、生涯学習の枠

を超えたにぎわい創出や子

育て支援、市民活動、教育

等さまざまな分野での活用

を想定した施設とすべき。

また計画策定のプロセス

においては、市民を巻き込

んだ開かれた議論がなされ

ることを期待する。

時代の変化を踏まえれば、図書館に

はご指摘のような役割が求められてい

ると認識しており、今後研究・検討を進

めるにあたって、参考とさせていただき

ます。



13

（４）その他（検討の結果、計画案に反映しない意見等）

No. 意見区分 意見の概要（要旨） 市の考え方

１

【全体】

第 1 部 序論

社会経済情勢

（P４）

【環境・経済】

第３部

まちづくり計画

２－１－３

地球温暖化対

策の推進

（P５３）

地球温暖化対策や気候変

動適応への取組については、

アメリカ政府の見解に合わせ

て、取組の撤回をすべき。併

せて、政府等に対しても方針

撤回を進言すべき。

地球温暖化対策や気候変動適応への

取組については地球温暖化対策推進法

に基づいて地球温暖化対策地域推進計

画を策定し、現在上田市が抱える課題

などを分析するとともに、様々な環境政

策に取り組んでいるところです。

環境問題については、世界情勢や国

の動向も注視しながら、取り組んでまい

ります。

２

【環境・経済】

第３部

まちづくり計画

２－１－１

豊かな自然環

境の保全と活

用（P４７）

現状と課題 ４つめの・「市

の民有人工林は、・・・」につ

いて、高齢級森林であると二

酸化炭素吸収量が減るという

エビデンスはあるのか？最新

の学説では、長寿命の樹木

の方が二酸化炭素吸収量が

多いという試算も出ている。

最新の学説に準拠した記載

が望ましいのではないか。

「上田市地球温暖化対策地域推進計

画」において、国の認証制度であるＪ-ク

レジット制度や長野県の森林ＣＯ２吸収

評価認証制度における森林の二酸化炭

素吸収量の算定基準によりますと、樹

種ごとに異なりますが、一般的には成長

が著しい若い樹木ほど吸収量が多く、林

齢が進むと吸収量は減少するとされて

います。

また、当市の民有人工林はカラマツ

（針葉樹）が主な樹種となっており、８０

年程度で伐採し植林するという林業経

営のサイクルを考慮した場合、若齢の

森林の方が吸収量が多くなるとされてい

ることを踏まえ、記載させていただいて

おります。

３

【環境・経済】

第３部

まちづくり計画

２－１－２

循環型社会形

成の推進

（P５０）

現状と課題 １つめ・「ごみ

の焼却熱エネルギーとしての

循環利用」との表現がある

が、熱利用だけでなく発電も

検討しているのか。またエネ

ルギー利用は循環利用なの

か。詳しい表現の検討をして

はどうか。

「ごみの焼却熱エネルギーとしての循

環利用」については、隣接する余熱利用

施設への熱供給のほか、発電も行い、

資源循環型施設での利用や売電もしま

す。焼却で発生する熱エネルギーを多

様な手段で効率的に循環利用してまい

ります。

４

【環境・経済】

第３部

まちづくり計画

基本施策１①、②におい

て、「上田地域 30 分（サンマ

ル）交通圏構想の実現に向

け、地域間を結ぶ幹線道路

上田地域 30 分（サンマル）交通圏構築

は、道路整備を進めることにより、持続

可能で総合的なまちづくりを推進するこ

とを目的としています。
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２－２－１

賑わいと交流

のまちづくりに

向けた道路網

の整備・促進

（P５７）

等の整備促進」「渋滞緩和や

安全確保を図るため、広域幹

線道路網の整備促進』とある

が、脱マイカー依存・公共交

通利用を推進する方針と相

反すると考える。上田地域 30

分（サンマル）交通圏構想は

取り下げるべきではないか。

救急搬送・防災対策に資するほか、

上田駅と各拠点のネットワークの強化に

より、バスなどの公共交通網の充実や

地域産業の活性化を図るための施策の

一つと捉えています。

５

【厚生・教育】

第３部

まちづくり計画

４－２－２

住民自らで支

える地域福祉

力の充実・強

化（P１０３）

達成度をはかる指標が、

「デジタル化された「個別避難

計画」の策定者数」があること

は、重要であるとは思うが、

総合計画に入れる指標として

はいささか部分的すぎると感

じた。

本内容は、「第二次上田市スマートシ

ティ化推進計画」に掲げる「高齢者や障

がいのある方など要援護者データの更

新や閲覧を迅速に行うための ICT 活用

策」として、長野県社協が運営する「防

災カンタンマップ」を活用するものです。

「部分的な指標」とのご指摘を頂戴いた

しましたが、デジタル化された「個別避

難計画」の整備は地域福祉力の充実・

強化に向けての基盤となるため、指標

は原案のとおりとし、定期的な数値の把

握に努めつつ、事業の効果的かつ着実

な推進に反映してまいります。

６

【厚生・教育】

第３部

まちづくり計画

４－３－２

多様なニーズ

に応えるきめ

細やかな子育

て支援の充実

（P１０９）

子育て世代の流入を促進

する、流出を防ぐには、他の

自治体と同じことをやってい

るだけではだめだと考える。

「未満児が 2 人居て、下の子

の育休中だと上の子を認可

保育園に入園させることがで

きない。」「育休からの復職時

などに認可保育園に途中入

園させられる可能性はほぼゼ

ロ。」どこの自治体も同じよう

な状況だとは思うが、考え方

を変えれば、これらの課題を

解消すれば子育て世代を上

田市に呼び込む武器にもなる

と思うので、ぜひ先行投資を

して子どもの受け皿の拡大を

図り、他の自治体にない魅力

的な保育サービスを提供して

いくべき。

第１子が在園中に第２子の出産に伴

い、育児休暇を取得した場合に、第１子

が退園となる、いわゆる「育休退園」に

ついて、上田市では子育て支援や保育

の継続性といった観点から、引き続き在

園できるように県内でもいち早く対応し

ました。

また、11 月に翌年度の入園申込を受

け付けていますが、育休からの復職時

もできるだけ入園できるように調整を行

っており、「途中入園できる可能性はほ

ぼゼロ」といった状況にはありません。

近年の未満児保育の需要の高まりや

全国的に深刻な保育士不足といった大

きな課題があり、3 歳未満児の受け入れ

には限りがありますが、引き続き、多様

な保育ニーズに対応できるよう、保育の

受け皿の整備を進めてまいります。


